














The Japanese Economy in the Latter Half of Heisei Era:







































































































































































































労働投入量 0.7 0.0 -0.1
資本投入量 1.5 1.0 0.1
全要素生産性上昇率 2.1 1.2 0.7
潜在成長率 4.3 2.2 0.7
− 161 −
吉　川　　　薫
日制の普及など時短政策の影響もあるが、1990年代以降は女性や高齢者を
中心に、パートなど短時間労働の非正規労働者の増加があるとみられる。
多くの場合、短時間の労働のため、非正規労働者は正規労働者に比べ教育
訓練を受ける機会が少なく、企業側、労働者側とも能力・スキルを向上さ
せるインセンティブが少ない。日本全体でみて人材投資が製造業、サービ
ス業とも2000年代以降減少を続けているとの推計結果もある2。
資本投入量については、バブル崩壊後急速に伸びが鈍化している。これ
は、国内で資本を増加させたときの資本の限界生産性が低下し、国内で設
備投資を行うことのインセンティブが低下したことを反映しているとみら
れる。資本の限界生産性の低下の背景には設備投資の伸びの鈍化による設
備のヴィンテージの上昇があるとみられる。
また、近年、ICT革命の進展もあり、情報化資産などの無形資産の重要
性が高まっているが、宮川・細野・細谷・川上（2017）3によれば、日本で
は2000年代以降、IT投資も減少傾向になっている。
全要素生産性（TFP）上昇率の低下については、①生産性の伸びの高かっ
た産業・企業の生産効率の低下が産業全体の生産性を低下させる、②生産
性の上昇率の高い産業・企業のシェアが低下し、生産性上昇率の低い産業・
企業のシェアが高まる、といったことから生じる。鶴・前田・村田（2019）4
によれば、日本では、1980年代まで製造業は３%を超えるTFP上昇率を
示していたが、1990年代以降年率１%程度に低下し、2000年代以降もその
程度の伸びが続いており、非製造業は1990年代、2000〜2010年とTFP上
昇率がマイナスとなっている。産業別にみると1980年代にくらべ2000年代
は電気・精密機械を除き、主要な製造業はTFP上昇率が年率２％以上の
かなり大きな低下を示しており、非製造業でも多くの産業で年率２％の低
下を示している。
2　宮川・細野・細谷・川上（2017）ｐ104、図表6-8
3　同上の図表6-8
4　鶴・前田・村田（2019）ｐ43、図表１-12、図表1-13
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平成期後半の日本経済
第４章　令和に残された課題
以上みてきたように、平成期の日本経済はバブル崩壊後の不良債権問題
が一段落し、1997年秋以降、98年にかけての金融システム不安を乗り越え
たあと、2002年１月（谷）から景気回復局面が73ヶ月続いたものの、緩や
かな回復にとどまり、2008年秋のリーマンショック後も回復局面では東日
本大震災で停滞、2012年11月以降の景気回復局面は長いものの途中で足踏
みが何回かみられるなど、実感に乏しい景気回復となっている。こうした
活力に乏しい景気回復の原因の第一は、家計の消費が低迷していることで
あり、その背後には実質賃金が横ばいか減少が続いたこと、高齢化・長寿
化が進むなかで社会保障制度改革が追い付かず、老後の不安が解消されて
いないことなどがある。また、少子高齢化が進むなかで財政再建が進まず、
将来の増税と社会保障負担の増大が不可避と見られていることも消費を抑
えているとみられる。また、ICT革命やグローバル化の進展のなかで、株
高もあり高額所得者が登場する一方、非正規雇用の増加などのなかで、格
差や貧困、特に子どもの貧困問題が社会問題となってきた。さらに、人口
減少と地球温暖化が進むなかで自然災害の増加が人々の暮らしを脅かすよ
うになってきている。このように、経済成長率が高く、多くの国民の所得
の向上がみられた昭和時代と異なり、平成期は後半になっても多くの国民
の所得の上昇が小さく減少も見られるなかで、格差の問題がいっそう意識
されるようになってきている。
令和に残された日本経済の課題としては、今後も高齢化が進展し、人口
減少が避けられないなかで、安定した社会保障制度を維持し、暮らしの安
心と豊かさを維持していくためにも、また、地球温暖化対策を含め、災害
対策を着実に進めるためにも持続的で安定的な成長を維持することは依然
重要であると考えられる。同時に、その成長が格差の拡大につながらない
ようにすることなどその成長の中身を吟味していくことがいっそう重要と
なろう。
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